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知っていますか？人権教育に係る最近の動向！
～人権に係る２つの条例が制定されました！～

人権同和教育課

学校において，個別の人権課題の指導に取り組 傷による精神的な苦痛等の二次的被害にも苦しん
む際は，それぞれの関連法規等に表れた考えを正 でいる方々が少なくありません。
しく理解するとともに，人権課題に関わる当事者 令和３年12月に制定された本条例は，こうした
への理解を深めることが重要です。 状況を踏まえ，犯罪被害者等が受けた被害の早期

鹿児島県では，人権に係る２つの条例を制定し の回復又は軽減及び犯罪被害者等の生活の再建を
ました。これらの条例においては，学校を含めた 図り，誰もが安心して暮らすことができる地域社
様々な場における取組が示されていることを認識 会の実現に寄与することを目的としています。

， 。した上で，人権教育を推進することが大切です。 なお 条例の中では次のように示されています

鹿児島県人権尊重の社会づくり条例

昨今，部落差別をはじめ，いじめや虐待等の子
どもの人権問題等に加え，インターネットによる
人権侵害や外国人に対する人権侵害など，社会情
勢の変化に伴う様々な人権問題が発生しており，
さらに，新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
伴う偏見や差別，誹謗中傷などが社会問題になっ
ています。 さらに，本条例に基づき定められた「鹿児島県

令和４年３月に制定された本条例は，こうした 犯罪被害者等支援計画」においては，学校におけ
状況を踏まえ 人権尊重の社会づくりに関し 県 る教育について次のように示されています。， ， ，
県民及び事業者の責務を明らかにするとともに，
各人権施策を総合的に推進することによって，全
ての人の人権が尊重される社会の実現に寄与する
ことを目的としています。

， 。なお 条例の中では次のように示されています

第三次とりまとめ補足資料の改訂

令和３年３月に文部科学省から示された「人権
教育を取り巻く諸情勢について～人権教育の指導

さらに，本条例第６条で基本計画とされている 方法等の在り方について〔第三次とりまとめ〕策
） 」 ， ，「鹿児島県人権教育・啓発基本計画（２次改定 」 定以降の補足資料～ が 令和４年３月改訂され

においては，学校における人権教育を推進するた 子どもの人権に係る動向，ハンセン病問題に係る
めに，次のように示されています。 動向，新型コロナウイルス感染症による偏見・差

別への対応に係る動向 「ビジネスと人権」に関，
する行動計画の策定等が追記されました。

鹿児島県犯罪被害者等支援条例

犯罪被害者等の中には，犯罪そのものによる直
接的被害だけではなく，それに伴って生じる精神
的なショックや不安，周囲の理解又は配慮に欠け
る言動，インターネットを通じて行われる誹謗中

（県民及び事業者の責務）
第３条

県民及び事業者は，自ら人権に対する理 解
を深めるとともに，家庭，地域，学校，職域そ
の他の様々な場において，全ての人の人権が尊
重される社会づくりに寄与し，県が実施する人
権施策に協力するよう努めるものとする。
（差別のない社会づくりに向けた取組）

第５条
１ 県，県民及び事業者は，家庭，地域，学校，
職域その他の様々な場所において，連携協力し

， ，ながら あらゆる差別の解消に向けて取り組み
差別のない社会づくりを推進するものとする。

， ，２ 県は 差別のない社会づくりを推進するため
国及び市町村と連携協力しながら，人権教育及
び人権啓発の実施並びに相談体制の充実に努め
るものとする。

人権に配慮した学校運営と教育環境の提供・
人権についての教育の充実・

人権を尊重した教育活動の展開・

家庭や地域との連携・

・ など教職員研修の充実

私たち教職員は子どもの人格形成や人権意識の

醸成に極めて重要な役割を担っています。

学校では条例や基本計画の趣旨等を踏まえて，

全ての教育活動を通じた人権教育の推進や職員研

。修の充実等を図っていく必要があります

（学校における教育及び支援）
第22条 県は，学校において，犯罪被害者等が
置かれている状況，犯罪被害者等の支援の必要
性，二次的被害の防止の重要性等について理解
を深めるための教育が行われるよう必要な施策
を講ずるものとする。

２ 県は，犯罪被害者等が児童又は生徒であると
きは，当該犯罪被害者等の状況に応じた十分な
配慮を行うよう努めるものとする。

・学校における生命のかけがえのなさ等に関する教
育の推進

・学校や地域における犯罪被害者等の人権
問題も含めた人権教育の推進

など・性犯罪等対策に関する教育等の推進

， ，令和４年６月 こども家庭庁設置法が公布され
令和５年４月１日から施行されます。子どもの虐
待やいじめの防止等に関する相談の体制など地域
における体制の整備などの事務については，こど
も家庭庁が所掌することとされています。
また，学校教育において 「ビジネスと人権」に，

関する知識の習得を通じて，児童生徒の視野を広
げるとともに，現在及び将来の人権尊重社会の在
り方を主体的・対話的に学ぶ取組が期待されてい
ます。
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